
名古屋西間税会規約

名古屋西間税会

平成元年 5月 26日



第１章　　総　則

（名称）
第１条	 本会は、[名古屋西間税会]と称する。

（事務所）
第２条	 本会の事務所は、名古屋西税務署管轄区域内に置く。

（目的）
第３条	 本会は消費税(印紙税、その他の個別消費税を含む。以下に同じ。)の自主的

な申告納税体制の確立を通して税務、税制の公正に寄与し、あわせて、経
営の健全な発展を図ることを目的とする。

（事業）
第４条	 本会は、前条の目的を達成のため、次の事業を行う
	 (1)	 消費税の法令、通達等の周知徹底
	 (2)	 消費税に関する調査研究及び提言
	 (3)	 消費税の転嫁による正常取引の推進
	 (4)	 消費税に係わる行政施策への協力
	 (5)	 会員の親睦と友誼団体との強調
	 (6)	 その他本会の目的を達成するために必要な事業

第２章　　会　員

（会員） 
第５条	 本会の会員は、名古屋西税務署の管轄区域内の消費税の納税者で、本会の

趣旨に賛同する者とする。
　　　　２.	 前項に掲げる者以外の者で、本会の趣旨に賛同する法人または個人も会員

とする。

（入会）
第６条	 本会の会員になろうとするものは、所定の申込手続により入会することが

できる。

（会員の権利義務）
第７条	 会員は、本会の事業活動につき、その便宜を受ける権利を有するととも

に、この規約及び総会の決議に従う義務を負う。
（退会）
第８条	 本会を退会しようとする者は、所定の退会手続により退会することができ

る。



（除名）
第９条	 会員が次の各号の一に該当する場合には、総会の決議により除名すること

ができる。
	 (1)	 会員としての義務の履行を怠ったとき
	 (2)	 本会の名誉を棄損し、又は規約に反する行為があったとき
　　　　２.	 前項の規定により会員を除名しょうとする場合には、その会員に総会で弁

明の機会を与えなければならない

（会費）
第１０条	 会員は、総会の決議を経て別に定めるところにより、会費を納入するもの

とする。
　　　　２.	 即納の会費は、原則としてこれを返還しない。

（会員の名簿）
第１１条	 本会は、別に定める様式により、会員名簿を作成し、これを本会の事務所

に常置するものとする。
　　　　２.	 前項の会員名簿は、会員に移動を生じた都度、これを訂正するものとす

る。

第３章　　役員等

（役員の種別及び定数）
第１２条	 本会に役員として、理事３０名以内及び監事２名を置く。
　　　　２.	 理事のうち１名を会長、若干名以内を副会長、１０名以内を常任理事とす

る。

（役員の選任）
第１３条	 理事及び監事は、総会においてこれを選任する。
　　　　２.	 会長、副会長及び常任理事は、理事のうちから互選する。

(役員の職務)
第１４条	 会長は、本会を代表し、会務を統括する。
　　　　２.	 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるときは、あらかじめ定められ

た、順位によりその任務を代行する。
　　　　３.	 常任理事は、常任理事会を構成し、本会の会務を審理、処理する。
　　　　４.	 理事は、総会の決議に従い、本会の会務を協議、執行する。
　　　　５.	 監事は、民法第５９条の職務を行う。

（役員の任期）
第１５条	 役員の任期は、２年とする。ただし再任を防げない
　　　　２.	 補欠増員のために選任された役員の任期は、前項本文の規定にかかわらず

その期の残余期間とする。



　　　　３.	 役員は、その任期が満了した後においても、後任者が就任す迄は、その職
務を行うものとする。

（役員の解任）
第１６条	 本会の役員として、ふさわしくない行為があつた者は、総会の議決を経

て、これを解任することができる。
	 但し、当該役員には、弁明の機会を与えなければならない。

（役員の報酬）
第１７条	 役員は、原則として無報酬とする。
	 但し、常勤する役員に対しては、理事会の定めるところにより報酬を支給

することができる。

（顧問及び相談役）
第１８条	 本会に顧問及び相談役を置くことができる。
　　　　２.	 顧問及び相談役は、常任理事会の推薦により会長が委嘱する、その任期

は、２年とするが、再委嘱を防げない。
　　　　３.	 顧問及び相談役は、本会の会務運営上の重要事項について、会長の諮問に

応ずる。

（委員会）
第１９条	 本会の会務を適切かつ効率的に執行するため、委員会を設けることができ

る。
　　　　２.	 委員会の運営に関する規定は、理事会の決議を経て別に定める。

（支部及び部会）
第２０条	 本会の業務を分担するため、支部及び部会を置く。
　　　　２.	 支部の地域区分及び部会の業種区分は、理事会の決議を経て会長が別に定

める。
　　　　３.	 支部長は、支部の推薦により、部会長は、部会の推薦により、会長がこれ

を、委嘱する。任期は２年とする。
（職員）
第２１条	 本会の事務を処理するため、事務局を設けることができる。
　　　　２.	 事務局の職員及び委嘱は、会長がこれを任免する。
　　　　３.	 職員及び委嘱は、原則として有給とする。

第４章　　会　議

（種別）
第２２条	 会議は、総会、理事会及び常任理事会とする。
　　　　２.	 総会は、通常総会及び臨時総会とする。



（会議の構成）
第２３条	 総会は、会員をもつて構成する。
　　　　２.	 理事会は、理事をもつて構成する。　
　　　　３.	 常任理事会は、会長、副会長及び常任理事をもって構成する。
　　　　４.	 理事会及び常任理事会には，監事、顧問、相談役も出席して意見を述べる

ことができる、但し、議決に加わることはできない。

（権能）
第２４条	 総会は、規約に定めるもののほか、次の事項を議決する。	
	 (1)	 事業計画及び収支予算
	 (2)	 事業報告及び収支決算
	 (3)	 その他理事会より付議された事項
　　　　2.	 理事会は、規約に定めるもののほか、次の事項を審議決定する。
	 (1)	 総会に付議すべき事項
	 (2)	 総会において理事会に委任された事項
	 (3)	 その他本会の運営に関する事項
　　　　3.	 常任理事会は、規約に定めるもののほか、次の事項を審議決定する。
	 (1)	 理事会に付議すべき事項
	 (2)	 会務の執行に関する事項
	 (3)	 その会務運営に関する必要な事項

（招集）
第２５条	 通常総会は、毎年１回、事業年度終了後２ヶ月以内に会長が招集する。
　　　　２.	 臨時総会は、会長が必要と認めたとき又は会員の3分の1以上もしくは監事

が会議の目的たる事項を示して請求があつたときは、会長は、１ヶ月以内
にこれを招集しなければならない。

　　　　３.	 理事会及び常任理事会は、会長が必要と認めたときは臨時これを招集す
る。

　　　　４.	 会議を招集するときは、会日の１０日前迄に会議の目的たる事項、日時及
び場所を記載した文書をもって、会議の構成員に通知しなければならな
い、ただし会長がやむを得ないと認めたときは、あらかじめ定めた方法に
より招集することを防げないものとする。

（議長）
第２６条	 総会の議長は、その総会において互選する。
　　　　２.	 理事会及び常任理事会の議長は、会長がこれにあたる。

（議決の方法）
第２７条	 会議は、その構成員の過半数の出席がなければ開会することができない、

ただし構成員のうちその会議に出席できない者は、他の構成員に委任する
か、若しくは、あらかじめ通知された事項について書面をもつて議決権を
行使することができる。

　　　　２.	 前項ただし書きの規定により議決権を行使した構成員は、当該会議に出席



したものとみなす。
　　　　３.	 会議の議事は、出席構成員の過半数の同意をもつて決し、可否同数の場合

は、議長の決するところによる。

（議事録）
第２８条	 会議の議事については、次の事項を記載した議事録を作成し、これを保存

しなければならない。
	 (1)	 会議の日時及び場所
	 (2)	 構成員数及び出席構成員
	 (3)	 議事の経過の要領
	 (4)	 議事録署名人に関する事項
　　　　２.	 議事録には、議長及び議事録署名人２名以上が記名押印しなければならな

い。

第５章　　資産及び会計

（資産の構成）
第２９条	 本会の資産は、次の各号をもって構成する。		
	 (1)	 会費
	 (2)	 寄付金品
	 (3)	 資産から生ずる収入
	 (4)	 事業に伴う収入
	 (5)	 その他

（資産の管理）
第３０条	 本会の資産は、理事会の議決を経て、会長がこれを管理する。

（経費）
第３１条	 本会の経費は、資産をもって支弁する。

（収支予算、収支決算等）
第３２条	 本会の収支予算及び収支決算は、総会の承認を受けなければならない。
　　　　２.	 前項の収支決算については、財産目録を付して監事の監査を経なければな

らない。

（事業年度）
第３３条	 本会の事業年度は、毎年４月１日に始まり翌年３月３１日に終わる。



第６章　　規約の変更及び解散

（規約の変更）
第３４条	 この規約は、総会において、構成員の議決権の４分の３以上の同意を得な

ければ変更することができない。

（解散、残余財産の処分）
第３５条	 本会の解散は、総会において構成員の議決権の４分の３以上の同意を得な

ければならない。
　　　　２.	 本会の残余財産は、総会の議決を経てこれを処分する。

附　則

　１.	 この規約は、平成元年５月２６日から実地する。
　２.	 従来名古屋西関税協力会に属した会員及び同会の権利義務の一切は、本会

が継承する。
　３.	 本会改組当初の役員任期は、第１５条の規定にかかわらず、平成２年３月

３１日後に招集される通常総会において選任される役員が就任するときま
でとする。

　４.	 規約一部変更平成６年５月２４日(火)	総会において第２条下記に変更決議
承認

　　（事務所）第２条　変更前　本会の事務所は、名古屋市内に置く
　　　　　　　　　　　変更後　本会の事務所は、名古屋西税務署の管轄区域内に置く。




